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備考 改正（令和３年４月） 現行（令和２年４月） 

 

 

 

神奈川県土木

工事共通仕様

書との整合、 

見直し 

 

 

 

神奈川県土木

工事共通仕様

書との整合、 

見直し 

第１編 共通編 

第１章 総 則 

第１節 一般事項 

１－１－２ 用語の定義 

38 準備期間 

準備期間とは、工事開始日から本体工事または仮設工事の着手までの期間をいう。 

39 工事 

 （略） 

49 ＪＤＰＡ 

 

１－１－11 施工体制台帳 

１ 一般事項 

受注者は、工事を施工するために下請契約を締結した場合、国土交通省令及び「施工体制台帳に係る書類

の提出について」（平成 30 年 12 月 20 日付け国官技第 62 号、国営整第 154 号、平成 27 年 3 月 27 日付け国

港技第 123 号、平成 27 年 3 月 16 日付け国空安保第 763 号、国空交企第 643 号）に従って記載した施工体制

台帳を作成し、工事現場に備えるとともに、その写しを監督員に提出しなければならない。 

２ 施工体系図 

第 1 項の受注者は、国土交通省令及び「施工体制台帳に係る書類の提出について」（平成 27 年 3 月 30 日付

け国官技第 325 号、国営整第 292 号、平成 27 年 3 月 27 日付け国港技第 123 号、平成 27 年 3 月 16 日付け国

空安保第 763 号、国空交企第 643 号）に従って、各下請負者の施工の分担関係を表示した施工体系図を作成

し、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に従って、工事関係者が見やすい場所及び公衆が

見やすい場所に掲げるとともにその写しを監督員に提出しなければならない。 

３ 名札等の着用 

第 1 項の受注者は、監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者（下請負者を含む）及び第 1 項の受注者の

専門技術者（専任している場合のみ）に、工事現場内において、工事名、工期、顔写真、所属会社名及び社

印の入った名札等を着用させなければならない。名札は図 1-1-1 を標準とする。（監理技術者補佐は、建設

業法第 26 条第３項ただし書に規定する者をいう。 

 

図 1-1-1 名札の標準図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[注]用紙の大きさは名刺サイズ以上とする 

 

 

４ 施工体制台帳等の変更時の処置 

第１項並びに第２項の受注者は、施工体制台帳及び施工体系図に変更が生じた場合は、その都度速や

かに監督員に提出しなければならない。 

第１編 共通編 

第１章 総 則 

第１節 一般事項 

１－１－２ 用語の定義 

 

 

38 工事 

 （略） 

48 ＪＤＰＡ 

 

１－１－11 施工体制台帳及び下請業者編成表 

１ 施工体制台帳 

受注者が建設業者（建設業法第 3 条第 1 項の許可を受けて建設業を営む者をいう。以下同じ。）で、かつ、

工事を施工するために下請負契約を締結した場合は下請金額にかかわらず、建設業法及び公共工事の入札及

び契約の適正化の促進に関する法律に従って記載した施工体制台帳を作成し、工事現場に備えるとともに、

その写しを監督員に提出しなければならない。また、建設業者以外では、一次下請人となる警備会社の商号

または名称、現場責任者名、工期を記載しなければならない。 

２ 下請負業者編成表 

受注者が建設業者でない場合は、「下請負業者編成表」を作成し、監督員に提出しなければならない。 

３ 施工体系図 

第１項の受注者は、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に従って、第１項

の各下請負者の施工の分担関係を表示した施工体系図を作成し、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に

関する法律に従って、工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げるとともにその写しを監督

員に提出しなければならない。下請負契約がない場合は施工体系図に「下請契約なし」と記入して提出しな

ければならない。 

４ 工事担当者技術者台帳 

第１項の受注者は、監理技術者、主任技術者（下請負者を含む）及び受注者の専門技術者（専任している

場合のみ）の顔写真、氏名、所属会社名を記載した工事担当者技術者台帳を作成し、監督員に提出しなけれ

ばならない。また、前記述技術者に、工事現場内において、工事名、工期、顔写真、所属会社名及び社印の

入った名札等を着用させなければならない。 

５ 施工体制台帳等の変更時の処置 

第１項並びに第２項の受注者は、施工体制台帳及び施工体系図、並びに下請負業者編成表に変更が生じた

場合は、その都度速やかに監督員に提出しなければならない。 

 

     監理（主任）技術者、監理技術者補佐 

           氏  名    〇〇  〇〇 

           工事名    〇〇改良工事 

           工  期   自〇〇年○○月○○日 

                     至〇〇年○○月○○日 

 

           会  社   ◇◇建設株式会社 

写  真 

 

2 ㎝×3 ㎝ 

 

程  度 
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公共工事標準

請負契約約款

等との整合、 

見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共工事標準

請負契約約款

等との整合、 

見直し 

 

 

 

 

公共工事標準

請負契約約款

等との整合、 

見直し 

 

 

 

 

 

 

 

公共工事標準

請負契約約款

等との整合、 

見直し 

１－１－16 工期変更 

１ 一般事項 

契約書第 15 条第７項、第 17 条第１項、第 18 条第５項、第 19 条、第 20 条第３項、第 22 条、及び第 44 条

第２項の規定に基づく工期の変更について、契約書第 24 条の工期変更協議の対象であるか否かを監督員と

受注者との間で確認する（本条において以下「事前協議」という。）ものとし、監督員はその結果を受注者

に通知するものとする。  

２ 設計図書の変更等 

受注者は、契約書第 18 条第５項及び第 19 条に基づき、設計図書の変更または訂正が行われた場合、第１

項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする変更日数の算

出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約書第 24 条第２項に定める協議の開始の日までに工

期変更に関して監督員と協議しなければならない。 

３ 工事の一時中止 

受注者は、契約書第 20 条に基づく工事の全部もしくは一部の施工が一時中止となった場合、第１項に示す

事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする変更日数の算出根拠、

変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約書第 24 条第２項に定める協議の開始の日までに工期変更に

関して監督員と協議しなければならない。 

４ 工期の延長 

受注者は、契約書第 22 条に基づき工期の延長を求める場合、第１項に示す事前協議において工期変更協議

の対象であると確認された事項について、必要とする延長日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を

添付の上、契約書第 24 条第２項に定める協議の開始の日までに工期変更に関して監督員と協議しなければ

ならない。 

５ 工期の短縮 

受注者は、契約書第 23 条第１項に基づき工期の短縮を求められた場合、可能な短縮日数の算出根拠、変

更工程表その他必要な資料を添付し、契約書第 24 条第２項に定める協議の開始の日までに工期変更に関し

て監督員と協議しなければならない。 

 

１－１－21 工事完成検査 

１ 工事完成届の提出 

受注者は、契約書第 32 条及び神奈川県工事執行規則第７条の規定に基づき、工事完成届を発注者に提出し

なければならない。 

   （略） 

６ 修補期間 

修補の完了が確認された場合は、その指示の日から修補完了の確認の日までの期間は、契約書第 32 条第２

項に規定する期間に含めないものとする。 

１－１－22 出来形検査（既済部分検査等） 

１ 一般事項 

受注者は、契約書第 38 条第２項の部分払の確認の請求を行った場合、または、契約書第 39 条第 1 項の工

事の完成の通知を行った場合は、既済部分に係わる検査を受けなければならない。 

２ 部分払いの請求 

発注者は、契約書第 38 条に基づく部分払いの請求を行うときは、前項の検査を受ける前に工事の出来高に

関する資料を作成し、監督員に提出しなければならない。 

   （略） 

７ 中間前払金の請求 

受注者は、契約書第 35 条に基づく中間前払金の請求を行うときは、認定を受ける前に履行報告書を作成し、

監督員に提出しなければならない。 

   （略） 

１－１－24 部分使用 

２ 監督員による検査 

受注者は、発注者が契約書第 34 条の規定に基づく当該工事に係わる部分使用を行う場合には、監督員によ

る品質及び出来形等の検査（確認を含む）を受けるものとする。 

なお、中間（全体）技術検査による検査（確認）でも良い。 

１－１－16 工期変更 

１ 一般事項 

契約書第15条第７項、第17条第１項、第18条第５項、第19条、第20条第３項、第21条、及び第43条第２項

の規定に基づく工期の変更について、契約書第23条の工期変更協議の対象であるか否かを監督員と受注者と

の間で確認する（本条において以下「事前協議」という。）ものとし、監督員はその結果を受注者に通知す

るものとする。  

２ 設計図書の変更等 

受注者は、契約書第 18 条第５項及び第 19 条に基づき、設計図書の変更または訂正が行われた場合、第１

項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする変更日数の算

出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約書第 23 条第２項に定める協議の開始の日までに工

期変更に関して監督員と協議しなければならない。 

３ 工事の一時中止 

受注者は、契約書第 20 条に基づく工事の全部もしくは一部の施工が一時中止となった場合、第１項に示す

事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする変更日数の算出根拠、

変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約書第 23 条第２項に定める協議の開始の日までに工期変更に

関して監督員と協議しなければならない。 

４ 工期の延長 

受注者は、契約書第 21 条に基づき工期の延長を求める場合、第１項に示す事前協議において工期変更協議

の対象であると確認された事項について、必要とする延長日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を

添付の上、契約書第 23 条第２項に定める協議の開始の日までに工期変更に関して監督員と協議しなければ

ならない。 

５ 工期の短縮 

受注者は、契約書第22条第１項に基づき工期の短縮を求められた場合、可能な短縮日数の算出根拠、変更

工程表その他必要な資料を添付し、契約書第23条第２項に定める協議の開始の日までに工期変更に関して監

督員と協議しなければならない。 

 

１－１－21 工事完成検査 

１ 工事完成届の提出 

受注者は、契約書第 31 条及び神奈川県工事執行規則第７条の規定に基づき、工事完成届を発注者に提出し

なければならない。 

   （略） 

６ 修補期間 

修補の完了が確認された場合は、その指示の日から修補完了の確認の日までの期間は、契約書第 31 条第２

項に規定する期間に含めないものとする。 

１－１－22 出来形検査（既済部分検査等） 

１ 一般事項 

受注者は、契約書第 37 条第２項の部分払の確認の請求を行った場合、または、契約書第 38 条第 1 項の工

事の完成の通知を行った場合は、既済部分に係わる検査を受けなければならない。 

２ 部分払いの請求 

発注者は、契約書第 37 条に基づく部分払いの請求を行うときは、前項の検査を受ける前に工事の出来高に

関する資料を作成し、監督員に提出しなければならない。 

   （略） 

７ 中間前払金の請求 

受注者は、契約書第 34 条に基づく中間前払金の請求を行うときは、認定を受ける前に履行報告書を作成し、

監督員に提出しなければならない。 

   （略） 

１－１－24 部分使用 

２ 監督員による検査 

受注者は、発注者が契約書第 33 条の規定に基づく当該工事に係わる部分使用を行う場合には、監督員によ

る品質及び出来形等の検査（確認を含む）を受けるものとする。 

なお、中間（全体）技術検査による検査（確認）でも良い。 
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備考 改正（令和３年４月） 現行（令和２年４月） 

神奈川県土木

工事共通仕様

書との整合、 

見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県土木

工事共通仕様

書との整合、 

見直し 

１－１－25 施工管理 

３ 工事中標示板 

受注者は、施に先立ち工事現場またはその周辺の一般通行人の見易い場所に、次の事項を記入した工

事中標示板を設置し、工事完成後は速やかに撤去しなければならない。ただし、工事中標示板の設置が

困難な場合は、監督員の承諾を得て省略もしくは大きさを変更する事ができる。工事中標示板は図１－

１を標準とする。 

・ 挨拶文 

・ 工事内容（例 ご協力をお願いします 等） 

・ 期間（交通上支障を与える実際の期間）、作業時間帯 

・ 工事種別 

・ 発注者名、電話番号（代表） 

・ 施工者名、電話番号（本社または現場事務所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１工事中 標示板について、色彩は「ご協力をお願いします」等の挨拶文、「水道管新設工事」

等の工事種別については青地に白抜き文字とし、「○○○を行っています」等の工事内容、工事期間につ

いては青色文字、その他の文字及び縁は黒色、地を白色とする。縁の余白は２ｃｍ、縁線の太さは１ｃｍ、

区画線の太さは０．５ｃｍとする。 

「工事種別」「工事内容」は、工事ごとに監督員の指示による。なお、記載例は、つぎの「工事標示板内容

表示例」を参考とする。 

 

１－１－28 工事中の安全確保 

８ 現場環境改善 

受注者は、工事現場の現場環境改善を図るため、現場事務所、作業員宿舎、休憩所または作業環境等の改

善を行い、快適な職場を形成するとともに、地域との積極的なコミュニケーション及び現場周辺の美装化に

努めるものとする。 

14 安全衛生協議会の設置 

監督員が、労働安全衛生法（令和元年６月改正法律第 37 号）第 30 条第１項に規定する措置を講じるもの

として、同条第２項の規定に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従うものとする。 

15 安全優先 

受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労働安全衛生法（令和元年６月改正法律第 37

号）等関連法令に基づく措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気設備等については、関

係法令に基づいて適切な措置を講じておかなければならない。 

 

１－１－25 施工管理 

３ 工事中標示板 

受注者は、施に先立ち工事現場またはその周辺の一般通行人の見易い場所に、次の事項を記入した工事

中標示板を設置し、工事完成後は速やかに撤去しなければならない。ただし、工事中標示板の設置が困難

な場合は、監督員の承諾を得て省略もしくは大きさを変更する事ができる。工事中標示板は図１－１を標

準とする。 

・ 挨拶文 

・ 工事内容（例 ご迷惑をおかけします・ご協力をお願いします 等） 

・ 期間（交通上支障を与える実際の期間）、作業時間帯 

・ 工事種別 

・ 発注者名、電話番号（代表） 

・ 施工者名、電話番号（本社または現場事務所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１工事中 標示板について、色彩は「ご迷惑をおかけします」等の挨拶文、「水道管新設工事」

等の工事種別については青地に白抜き文字とし、「○○○を行っています」等の工事内容、工事期間につ

いては青色文字、その他の文字及び縁は黒色、地を白色とする。縁の余白は２ｃｍ、縁線の太さは１ｃｍ、

区画線の太さは０．５ｃｍとする。 

「工事種別」「工事内容」は、工事ごとに監督員の指示による。なお、記載例は、つぎの「工事標示板内容

表示例」を参考とする。 

 

１－１－28 工事中の安全確保 

８ イメージアップ 

受注者は、工事現場のイメージアップを図るため、現場事務所、作業員宿舎、休憩所または作業環境等を

行い、快適な職場を形成するとともに、地域との積極的なコミュニケーション及び現場周辺の美装化に努め

なければならない。 

14 安全衛生協議会の設置 

監督員が、労働安全衛生法（平成 27 年５月改正 法律第 17 号）第 30 条第１項に規定する措置を講じるも

のとして、同条第２項の規定に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従うものとする。 

15 安全優先 

受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労働安全衛生法（平成 27 年５月改正 法律第

17 号）等関連法令に基づく措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気設備等については、

関係法令に基づいて適切な措置を講じておかなければならない。 

 

  

図１－１  工事中標示板   
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備考 改正（令和３年４月） 現行（令和２年４月） 
神奈川県土木

工事共通仕様

書との整合、 

見直し 

１－１－32 環境対策 

６ 排出ガス対策型建設機械 

受注者は、工事の施工にあたり表１－１に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排出ガスの規

制等に関する法律(平成 29 年 5 月改正法律第 41 号）」に基づく技術基準に適合する特定特殊自動車、または、

「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成３年 10 月８日付建設省経機発第 249 号）」、「排出ガス対策型建設

機械の普及促進に関する規程（最終改正平成 24 年 3 月 23 日付国土交通省告示第 318 号）」もしくは「第３

次排出ガス対策型建設機械指定要領（最終改訂平成 23 年 7 月 13 日付国総環リ第 1 号）」に基づき指定され

た排出ガス対策型建設機械（以下「排出ガス対策型建設機械等」という。）を使用しなければならない。 

排出額対策型建設機械等を使用できないことを監督員が認めた場合は、平成７年度建設技術評価制度公募

課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」、またはこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設技術

の技術審査・証明もしくは建設技術審査証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着した建設機械を

使用することができるが、これにより難い場合は、監督員と協議するものとする。 

受注者は、トンネル坑内作業において表１－２に示す建設機械を使用する場合は、2011 年以降の排出ガス

基準に適合するものとして「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律規制規則」（令和元年 6 月改正

経済産業省・国土交通省・環境省令第 1 号）16 条第１項第２号もしくは第 20 条第１項第２号に定める表示

が付された特定特殊自動車、または「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成３年 10 月８日付建設省経機

発第 249 号）」もしくは「第３次排出ガス対策型建設機械指定要領（最終改訂平成 23 年 7 月 13 日付国総環

リ第 1 号）」に基づき指定されたトンネル工事用排出ガス対策型建設機械（以下「トンネル工事用排出ガス

対策型建設機械等」という。）を使用しなければならない。 

トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等を使用できないことを監督員が認めた場合は、平成７年度建設

技術評価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」またはこれと同等の開発目標で実施された民

間開発建設技術の技術審査・証明事業もしくは建設技術審査証明事業により評価された排出ガス浄化装置

（黒鉛浄化装置付）を装着した建設機械を使用することができるが、これにより難い場合は、監督員と協議

するものとする。 

                      表１-１ 

機    種 備    考 

一般工事用建設機械 

・バックホウ・トラクタショベル（車輪式） 

・ブルドーザ 

・発動発電機（可搬式） 

・空気圧縮機（可搬式） 

・油圧ユニット（以下に示す基礎工事用機械のうち、ベ

ースマシーンとは別に、独立したディーゼルエンジン

駆動の油圧ユニットを搭載しているもの；油圧ハン

マ、バイブロハンマ、油圧式鋼管圧入・引抜機、油圧

式杭圧入・引抜機、アースオーガ、オールケーシング

掘削機、リバースサーキュレーションドリル、アース

ドリル、地下連続壁施工機、全回転型オールケーシン

グ掘削機） 

・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ 

・ホイールクレーン 

 ディーゼルエンジン（エンジン出力 7.5kw

以上 260kw 以下）を搭載した建設機械に限る。 

 

ただし、道路運送車両の保安基準に排出ガス

基準が定められている自動車で、有効な自動

車検査証の交付を受けているものは除く。 

表１-２ 

機    種 備    考 

トンネル工事用建設機械 

・バックホウ 

・トラクタショベル 

・大型ブレーカ 

・コンクリート吹付機 

・ドリルジャンボ 

・ダンプトラック 

・トラックミキサ 

 ディーゼルエンジン（エンジン出力 30kw 以

上 260kw 以下）を搭載した建設機械に限る。 

 ただし、道路運送車輌の保安基準に排出ガ

ス基準が定められている大型特殊自動車及び

小型特殊自動車以外の自動車の種別で、有効

な自動車検査証の交付を受けているものは除

く。 

 

１－１－32 環境対策 

６ 排出ガス対策型建設機械 

受注者は、工事の施工にあたり表１－１に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排出ガスの規

制等に関する法律(平成 17 年法律第 51 号）」に基づく技術基準に適合する特定特殊自動車、または、「排出

ガス対策型建設機械指定要領（平成３年 10 月８日付建設省経機発第 249 号）」、「排出ガス対策型建設機械の

普及促進に関する規程（平成 18 年３月 17 日付国土交通省告示第 348 号）」もしくは「第３次排出ガス対策

型建設機械指定要領（平成 18 年３月 17 日付国総施第 215 号）」に基づき指定された排出ガス対策型建設機

械（以下「排出ガス対策型建設機械等」という。）を使用しなければならない。 

排出額対策型建設機械等を使用できないことを監督員が認めた場合は、平成７年度建設技術評価制度公募

課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」、またはこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設技術

の技術審査・証明もしくは建設技術審査証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着した建設機械を

使用することができるが、これにより難い場合は、監督員と協議するものとする。 

受注者は、トンネル坑内作業において表１－２に示す建設機械を使用する場合は、2011 年以降の排出ガス

基準に適合するものとして「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律規制規則」（平成 18 年３月 28

日経済産業省・国土交通省・環境省令第１号）16 条第１項第２号もしくは第 20 条第１項第２号に定める表

示が付された特定特殊自動車、または「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成３年 10 月８日付建設省経

機発第 249 号）」もしくは「第３次排出ガス対策型建設機械指定要領（平成 18 年３月 17 日付国総施第 215

号）」に基づき指定されたトンネル工事用排出ガス対策型建設機械（以下「トンネル工事用排出ガス対策型

建設機械等」という。）を使用しなければならない。 

トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等を使用できないことを監督員が認めた場合は、平成７年度建設

技術評価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」またはこれと同等の開発目標で実施された民

間開発建設技術の技術審査・証明事業もしくは建設技術審査証明事業により評価された排出ガス浄化装置

（黒鉛浄化装置付）を装着した建設機械を使用することができるが、これにより難い場合は、監督員と協議

するものとする。 

                      表１-１ 

機    種 備    考 

一般工事用建設機械 

・バックホウ・トラクタショベル（車輪式） 

・ブルドーザ 

・発動発電機（可搬式） 

・空気圧縮機（可搬式） 

・油圧ユニット（以下に示す基礎工事用機械のうち、ベ

ースマシーンとは別に、独立したディーゼルエンジン

駆動の油圧ユニットを搭載しているもの；油圧ハン

マ、バイブロハンマ、油圧式鋼管圧入・引抜機、油圧

式杭圧入・引抜機、アースオーガ、オールケーシング

掘削機、リバースサーキュレーションドリル、アース

ドリル、地下連続壁施工機、全回転型オールケーシン

グ掘削機） 

・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ 

・ホイールクレーン 

 ディーゼルエンジン（エンジン出力 7.5kw

以上 260kw 以下）を搭載した建設機械に限る。 

 

ただし、道路運送車両の保安基準に排出ガス

基準が定められている自動車で、有効な自動

車検査証の交付を受けているものは除く。 

・オフロード法の基準適合表示が付されているもの、または特定特殊自動車確認証の交付を受けている

もの 

・排出ガス対策型建設機械として指定を受けたもの 

表１-２ 

機    種 備    考 

トンネル工事用建設機械 

・バックホウ 

・トラクタショベル 

・大型ブレーカ 

・コンクリート吹付機 

・ドリルジャンボ 

・ダンプトラック 

・トラックミキサ 

 ディーゼルエンジン（エンジン出力 30kw 以

上 260kw 以下）を搭載した建設機械に限る。 

 ただし、道路運送車輌の保安基準に排出ガ

ス基準が定められている大型特殊自動車及び

小型特殊自動車以外の自動車の種別で、有効

な自動車検査証の交付を受けているものは除

く。 

・オフロード法の 2011 年基準適合表示または 2011 年基準同等適合表示が付されているもの 

・トンネル工事用排出ガス対策型建設機械として指定を受けたもの 
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備考 改正（令和３年４月） 現行（令和２年４月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県土木

工事共通仕様

書との整合、 

見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共工事標準

請負契約約款

等との整合、 

見直し 

９ 特定調達品目 

受注者は、資材（材料及び機材を含む）、工法、建設機械または目的物の使用にあたっては、環境物品等（国

等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 27 年 9 月改正法律第 66 号。「グリーン購入法」と

いう。）第 2 条に規定する環境物品等をいう。）及び「企業庁公共工事グリーン調達基準」で定める特定調達

品目の使用を積極的に推進するものとする。 

１０ 率先利用認定資材 

受注者は、「企業庁公共工事グリーン調達基準」に定める認定対象品目（別表第 7）のうち、設計図書にお

いて「率先利用認定資材」とした資材については、「神奈川県県土整備局建設リサイクル認定資材一覧表」

の当該率先利用認定資材から利用しなければならない。 

なお、再生骨材等を利用する場合は、「コンクリート塊等の処理及び建設リサイクル資材に関する事務取扱

要領」（土木部長通知 昭和 63 年 3 月 31 日）に基づき、適切に利用しなければならない。 

１１ 騒音規制法及び振動規制法 

受注者は，騒音規制法及び振動規制法に基づき，指定地域として定められた地域で特定建設作業を施工し

ようとする場合には，作業開始 7 日前までに各市町村に所定の届出を行い，施工計画書に届出の写しを添付

すること。 

 

１－１－34 交通安全管理 

１ 一般事項 

受注者は、工事用運搬路として、公衆に供する道路を使用するときは、積載物の落下等により、路面を損

傷し、あるいは汚損することのないようにするとともに、特に第三者に工事公害による損害を与えないよう

にしなければならない。なお、第三者に工事公害による損害を及ぼした場合は、契約書第 29 条によって処

置するものとする。 

   （略） 

４ 交通安全法令の遵守 

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全について、監督員、道路管理者

及び所轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（平成 30 年 12 月改

正内閣府・国土交通省令第 5 号）、道路工事現場における標示施設等の設置基準（建設省道路局長通知、昭

和 37 年８月 30 日）、道路工事現場における標示施設等の設置基準の一部改正について（局長通知 平成 18

年 3 月 31 日 国道利第 37 号・国道国防第 205 号）、道路工事現場における工事情報板及び工事説明看板の

設置について（国土交通省道路局路政課長、国道・防災課長通知 平成 18 年３月 31 日 国道利 38 号・国

道国防第 206 号）及び道路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路局国道第一課通知昭和 47 年２月）」に

基づき、安全対策を講じなければならない。 

   （略） 

８ 通行許可 

受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平成 31 年 3 月改正政令第 41 号）第３条にお

ける一般的制限値を超える車両を通行させるときは、道路法第 47 条の２に基づく通行許可を得ていること

を確認しなければならない。また、道路交通法施行令（令和元年 9 月改正政令第 109 号）第 22 条における

制限を超えて建設機械、資材等を積載して運搬するときは、道路交通法（令和元年 6 月改正法律第 37 号）

第 57 条に基づく許可を得ていることを確認しなければならない。 

   （略） 

１－１－35 施設管理 

受注者は、工事現場における公物（各種公益企業施設を含む。）または部分使用施設（契約書第 34 条の適

用部分）について、施工管理上、契約図書における規定の履行を以っても不都合が生ずる恐れがある場合に

は、その処置について監督員と協議できる。なお、当該協議事項は、契約書第９条の規定に基づき処理され

るものとする。 

９ 特定調達品目 

受注者は、資材、工法、建設機械または目的物の使用にあたっては、環境物品等「国等による環境物品等

の調達の推進等に関する法律（平成 15 年 7 月改正 法律第 119 号。「グリーン購入法」という。）第 2 条に規

定する環境物品等をいう。）」の使用を積極的に推進するものとする。グリーン購入法第 6 条の規定に基づく

「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」で定める特定調達品目を使用する場合には、原則として、判

断の基準を満たすものを使用するものとする。なお、事業ごとの特性、必要とされる強度や耐久性、機能の

確保、コスト等の影響により、これにより難い場合は、監督職員と協議する。また、その調達実績の集計結

果を監督職員に提出するものとする。なお、集計及び提出の方法は、設計図書及び監督職員の指示による。 

１０ 騒音規制法及び振動規制法 

受注者は，騒音規制法及び振動規制法に基づき，指定地域として定められた地域で特定建設作業を施工し

ようとする場合には，作業開始 7 日前までに各市町村に所定の届出を行い，施工計画書に届出の写しを添付

すること。 

 

 

 

 

１－１－34 交通安全管理 

１ 一般事項 

受注者は、工事用運搬路として、公衆に供する道路を使用するときは、積載物の落下等により、路面を損

傷し、あるいは汚損することのないようにするとともに、特に第三者に工事公害による損害を与えないよう

にしなければならない。なお、第三者に工事公害による損害を及ぼした場合は、契約書第 28 条によって処

置するものとする。 

   （略） 

４ 交通安全法令の遵守 

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全について、監督員、道路管理者

及び所轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（平成 26 年 5 月 26

日内閣府・国土交通省令第１号）、道路工事現場における標示施設等の設置基準（建設省道路局長通知、昭

和 37 年８月 30 日）、道路工事現場における標示施設等の設置基準の一部改正について（局長通知 平成 18

年 3 月 31 日 国道利第 37 号・国道国防第 205 号）、道路工事現場における工事情報板及び工事説明看板の

設置について（国土交通省道路局路政課長、国道・防災課長通知 平成 18 年３月 31 日 国道利 38 号・国

道国防第 206 号）及び道路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路局国道第一課通知昭和 47 年２月）」に

基づき、安全対策を講じなければならない。 

   （略） 

８ 通行許可 

受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平成 26 年 5 月 28 日改正政令第 424 号）第３

条における一般的制限値を超える車両を通行させるときは、道路法第 47 条の２に基づく通行許可を得てい

ることを確認しなければならない。また、道路交通法施行令（平成 26 年 4 月改正 政令第 169 号）第 22 条

における制限を超えて建設機械、資材等を積載して運搬するときは、道路交通法（平成 26 年 6 月改正法律

第 69 号）第 57 条に基づく許可を得ていることを確認しなければならない。 

   （略） 

１－１－35 施設管理 

受注者は、工事現場における公物（各種公益企業施設を含む。）または部分使用施設（契約書第 33 条の適

用部分）について、施工管理上、契約図書における規定の履行を以っても不都合が生ずる恐れがある場合に

は、その処置について監督員と協議できる。なお、当該協議事項は、契約書第９条の規定に基づき処理され

るものとする。 
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備考 改正（令和３年４月） 現行（令和２年４月） 

見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共工事標準

請負契約約款

等との整合、 

見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県土木

工事共通仕様

書との整合、 

見直し 

 

 

 

公共工事標準

請負契約約款

等との整合、 

見直し 

１－１－36 諸法令の遵守 

１ 諸法令の遵守 

受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るとともに、諸法令の適用は受注者

の責任において行わなければならない。なお、主な法令は以下に示す通りである 

（1） 水道法 

（2） 地方自治法 

    （略） 

（94） 神奈川県公営企業財務規程 

（95） 神奈川県県営上水道条例 

 

１－１－42 不可抗力による損害 

１ 工事災害の報告 

受注者は、災害発生後直ちに被害の詳細な状況を把握し、当該被害が契約書第 30 条の規定の適用を受ける

と思われる場合には、直ちに「不可抗力による損害の状況について（第 19 号様式）」を監督員を通じて発注

者に通知しなければならない。 

２ 設計図書で定めたもの 

契約書第 30 条第１項に規定する「設計図書で基準を定めたもの」とは、次の各号に掲げるものをいう。 

(1) 波浪、高潮に起因する場合 

波浪、高潮が想定している設計条件以上または周辺状況から判断してそれと同等以上と認められる場合 

(2) 降雨に起因する場合次のいずれかに該当する場合とする。 

① 24 時間雨量（任意の連続 24 時間における雨量をいう。）が 80mm 以上 

② １時間雨量（任意の 60 分における雨量をいう。）が 20mm 以上 

③ 連続雨量（任意の 72 時間における雨量をいう。）が 150mm 以上 

④ その他設計図書で定めた基準 

(3) 強風に起因する場合 

強風に起因する場合最大風速（10 分間の平均風速で最大のもの）が 15m/秒以上あった場合。 

(4) 河川沿いの施設にあたっては、河川の警戒水位以上、またはそれに準ずる出水により発生した場合 

(5) 地震、津波、豪雪に起因する場合周囲の状況により判断し、相当の範囲にわたって他の一般物件にも被

害を及ぼしたと認められる場合 

３ その他 

契約書第 30 条第２項に規定する「受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの」とは、設

計図書及び契約書第 27 条に規定する予防措置を行ったと認められないもの及び災害の一因が施工不良等受

注者の責によるとされるものをいう。 

１－１－43 特許権等 

３ 著作権法に規定される著作物 

発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成 30 年 7 月改正法律第 72 号第 2 条第 1 項第 1 号）

に規定される著作物に該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するものとする。なお、前項の

規定により出願及び権利等が発注者に帰属する著作物については、発注者はこれを自由に加除または編集し

て利用することができる。 

 

１－１－46 監督員による立会等 

５ 遵守義務 

受注者は、契約書第９条第２項第３号、第 13 条第２項または第 14 条第１項若しくは同条第２項の規定に

基づき、監督員の立会を受け、材料の確認を受けた場合にあっても、契約書第 17 条及び第 32 条に規定する

義務を免れないものとする。 

 

１－１－36 諸法令の遵守 

１ 諸法令の遵守 

受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るとともに、諸法令の適用は受注者

の責任において行わなければならない。なお、主な法令は以下に示す通りである。 

 

（1） 水道法                  （平成 26 年６月改正 法律第 69 号） 

（2） 地方自治法                （平成 27 年９月改正 法律第 63 号） 

    （略） 

（94） 神奈川県公営企業財務規程         （平成 27 年３月改正 規程第 11 号） 

（95） 神奈川県県営上水道条例          （平成 26 年 12 月改正 条例第 76 号） 

 

１－１－42 不可抗力による損害 

１ 工事災害の報告 

受注者は、災害発生後直ちに被害の詳細な状況を把握し、当該被害が契約書第 29 条の規定の適用を受ける

と思われる場合には、直ちに「不可抗力による損害の状況について（第 19 号様式）」を監督員を通じて発注

者に通知しなければならない。 

２ 設計図書で定めたもの 

契約書第 29 条第１項に規定する「設計図書で基準を定めたもの」とは、次の各号に掲げるものをいう。 

(1) 波浪、高潮に起因する場合 

波浪、高潮が想定している設計条件以上または周辺状況から判断してそれと同等以上と認められる場合 

(2) 降雨に起因する場合次のいずれかに該当する場合とする。 

① 24 時間雨量（任意の連続 24 時間における雨量をいう。）が 80mm 以上 

② １時間雨量（任意の 60 分における雨量をいう。）が 20mm 以上 

③ 連続雨量（任意の 72 時間における雨量をいう。）が 150mm 以上 

④ その他設計図書で定めた基準 

(3) 強風に起因する場合 

強風に起因する場合最大風速（10 分間の平均風速で最大のもの）が 15m/秒以上あった場合。 

(4) 河川沿いの施設にあたっては、河川の警戒水位以上、またはそれに準ずる出水により発生した場合 

(5) 地震、津波、豪雪に起因する場合周囲の状況により判断し、相当の範囲にわたって他の一般物件にも被

害を及ぼしたと認められる場合 

３ その他 

契約書第 29 条第２項に規定する「受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの」とは、設

計図書及び契約書第 26 条に規定する予防措置を行ったと認められないもの及び災害の一因が施工不良等受

注者の責によるとされるものをいう。 

１－１－43 特許権等 

３ 著作権法に規定される著作物 

発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成 25 年法律第 84 号第２条第１項第１号）に規定

される著作物に該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するものとする。なお、前項の規定に

より出願及び権利等が発注者に帰属する著作物については、発注者はこれを自由に加除または編集して利用

することができる。 

 

１－１－46 監督員による立会等 

５ 遵守義務 

受注者は、契約書第９条第２項第３号、第 13 条第２項または第 14 条第１項若しくは同条第２項の規定に

基づき、監督員の立会を受け、材料の確認を受けた場合にあっても、契約書第 17 条及び第 31 条に規定する

義務を免れないものとする。 
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備考 改正（令和３年４月） 現行（令和２年４月） 

見直し 

 

 

 

 

 

見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

訂正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県土木

工事共通仕様

書との整合、 

見直し 

 

 

神奈川県土木

工事共通仕様

書との整合、 

見直し 

１－１－57 品質管理 

２ 品質管理基準 

品質管理基準は品質管理基準及び規格値 表１－５により、これに記載のない工種については「神奈川県

土木工事施工管理基準及び規格値」に定められた基準を適用する。管理基準及び規格値が定められていない

工種など、この基準に定めのないものは、特記仕様書によるほか、監督員と協議して決定する。 

  （略） 

１－１－58 出来形管理 

２ 出来形管理基準 

出来形管理基準は出来形管理基準及び規格値 表１－６により、これに記載のない工種については「土木

工事施工管理基準及び規格値」に定められた基準を適用する。これらに定めのないものは、特記仕様書によ

るほか、監督員と協議して決定する。 

 

第２編 工事 

第１章 水道工事 

第４節 ダクタイル鋳鉄管接合 

１－４－５ ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管の接合 

１ ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管の接合（φ75～φ400） 

ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管の接合（φ75～φ200）にあたっては、次により行わなければならない。 

（1）～（8） （略） 

(9) 異形管の受口及び直管の受口にライナを挿入して離脱防止形として使用する場合は、ライナを挿入後、4.5mm

のすき間ゲージがライナと受口奥部との間に、全周にわたり入らないことを確認する。 

 

 

 

第２章 無筋・鉄筋コンクリート 

第１節 適用 

２－１－３ 適用規定（２） 

受注者は、コンクリートの施工にあたり、設計図書に定めのない事項については、「コンクリート標準示

方書（施工編）」（土木学会、平成 30 年 3 月）のコンクリートの品質の規定による。これ以外による場合

は、施工前に、設計図書に関して監督員の承諾を得なければならない。 

（略） 

第２節 適用すべき諸基準 

２－２－１ 適用規定 

受注者は、設計図書において特に定めのない事項について、次の基準類による。これにより難い場合は、

監督員の承諾を得なければならない。 

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義がある場

合は監督員と協議しなければならない。 

土木学会 コンクリート標準示方書（施工編）                      （平成30年３月） 

土木学会 コンクリート標準示方書（設計編）                      （平成30年３月） 

土木学会 コンクリートのポンプ施工指針                        （平成24年６月） 

国土交通省 アルカリ骨材反応抑制対策について                   （平成14年７月31日） 

国土交通省 「アルカリ骨材反応抑制対策について」の運用について          （平成14年７月31日） 

土木学会 鉄筋定着・継手指針                             （平成19年８月） 

公益社団法人日本鉄筋継手協会 鉄筋継手工事標準仕様書ガス圧接継手工事        （平成21年９月） 

機械式鉄筋定着工法技術検討委員会 機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイドライン 

（平成28年7月） 

流動性を高めたコンクリートの活用検討委員会 流動性を高めた現場打ちコンクリートの活用に関するガ

イドライン 

（平成29年3月） 

機械式鉄筋継手工法技術検討委員会 現場打ちコンクリート構造物に適用する機械式鉄筋継手工法ガイド

ライン 

（平成29年3月） 

 

１－１－57 品質管理 

２ 品質管理基準 

品質管理基準は品質管理基準及び規格値 表１－５により、これに記載のない工種については「神奈川県

土木工事施工管理基準及び規格値（平成 28 年 4 月，神奈川県県土整備局発行）」に定められた基準を適用す

る。管理基準及び規格値が定められていない工種など、この基準に定めのないものは、特記仕様書によるほ

か、監督員と協議して決定する。 

  （略） 

１－１－58 出来形管理 

２ 出来形管理基準 

出来形管理基準は出来形管理基準及び規格値 表１－６により、これに記載のない工種については「土木

工事施工管理基準及び規格値（平成 28 年 4 月神奈川県県土整備局発行）」に定められた基準を適用する。こ

れらに定めのないものは、特記仕様書によるほか、監督員と協議して決定する。 

 

第２編 工事 

第１章 水道工事 

第４節 ダクタイル鋳鉄管接合 

１－４－５ ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管の接合 

１ ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管の接合（φ75～φ400） 

ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管の接合（φ75～φ200）にあたっては、次により行わなければならない。 

（1）～（8） （略） 

(9) 異形管の受口及び直管の受口にライナを挿入して離脱防止形として使用する場合は、異形管受口、及び直管

の受口にライナを挿入して離脱防止形として使用する場合は、ライナを挿入後、4.5mm のすき間ゲージがライナ

と受口奥部との間に、全周にわたり入らないことを確認する。 

 

第２章 無筋・鉄筋コンクリート 

第１節 適用 

２－１－３ 適用規定（２） 

受注者は、コンクリートの施工にあたり、設計図書に定めのない事項については、「コンクリート標準示

方書（施工編）」（土木学会、平成 25 年３月）のコンクリートの品質の規定による。これ以外による場合

は、施工前に、設計図書に関して監督員の承諾を得なければならない。 

（略） 

第２節 適用すべき諸基準 

２－２－１ 適用規定 

受注者は、設計図書において特に定めのない事項について、次の基準類による。これにより難い場合は、

監督員の承諾を得なければならない。 

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義がある場

合は監督員と協議しなければならない。 

土木学会 コンクリート標準示方書（施工編）                  （平成25年３月） 

土木学会 コンクリート標準示方書（設計編）                  （平成25年３月） 

土木学会 コンクリートのポンプ施工指針                    （平成24年６月） 

国土交通省 アルカリ骨材反応抑制対策について               （平成14年７月31日） 

国土交通省 「アルカリ骨材反応抑制対策について」の運用について      （平成14年７月31日） 

土木学会 鉄筋定着・継手指針                         （平成19年８月） 

公益社団法人日本鉄筋継手協会 鉄筋継手工事標準仕様書ガス圧接継手工事    （平成21年９月） 
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備考 改正（令和３年４月） 現行（令和２年４月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県土木

工事共通仕様

書との整合、 

見直し 

 

 

 

神奈川県土木

工事共通仕様

書との整合、 

見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県土木

工事共通仕様

書との整合、 

見直し 

 

橋梁等のプレキャスト化及び標準化による生産性向上検討委員会 コンクリート構造物における埋設型

枠・プレハブ鉄筋に関するガイドライン                                          

（平成30年6月） 

橋梁等のプレキャスト化及び標準化による生産性向上検討委員会 コンクリート橋のプレキャスト化ガイ

ドライン 

（平成30年6月） 

道路プレキャストコンクリート工技術委員会ガイドライン検討小委員会 プレキャストコンクリート構造

物に適用する機械式鉄筋継手工法ガイドライン                                           

（平成31年1月） 

 

 

２－２－３ 塩分の浸透防止 

受注者は、土木工事においては、海水または潮風の影響を著しく受ける海岸付近及び外部から浸透する塩

化物の影響を受ける箇所において、アルカリシリカ反応による損傷が構造物の品質・性能に重大な影響を及

ぼすと考えられる場合には、塩分の浸透を防止するための塗装等の措置方法について、設計図書に関して監

督員と協議しなければならない。 

 

第３節 レディーミクストコンクリート 

２－３－２ 工場の選定 

１ 一般事項 

受注者は、レディーミクストコンクリートを用いる場合の工場選定は以下による。 

(1) JIS マーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法の一部を改正する法律（平成 30 年 5 月 30

日公布法律第 33 号）に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により製品に JIS マーク

表示する認証を受けた製品を製造している工場）で、かつ、コンクリートの製造、施工、試験、検査及び

管理などの技術的業務を実施する能力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐しており、配合設

計及び品質管理等を適切に実施できる工場（全国生コンクリート品質管理監査会議の策定した統一監査基

準に基づく監査に合格した工場等）から選定しなければならない。 

(2) JIS マーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法の一部を改正する法律（平成 30 年 5 月 30

日公布法律第 33 号）に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により製品に JIS マーク

表示する認証を受けた製品を製造している工場）が工事現場近くに見当たらない場合は、使用する工場に

ついて、設計図書に指定したコンクリートの品質が得られることを確かめたうえ、その資料により監督員

の確認を得なければならない。なお、コンクリートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技術的業務

を実施する能力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐しており、配合設計及び品質管理等を適

切に実施できる工場から選定しなければならない。 

 

 

第６節 鉄筋工 

２－６－３ 加工 

３ 鉄筋の曲げ半径 

受注者は、鉄筋の曲げ形状の施工にあたり、設計図書に鉄筋の曲げ半径が示されていない場合は、「コン

クリート標準示方書（設計編）本編第 13 章鉄筋コンクリートの前提、標準 7 編第 2 章鉄筋コンクリートの

前提」（土木学会、平成 30 年３月）の規定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければな

らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２－３ 塩分の浸透防止 

受注者は、土木工事及び空港工事においては、海水または潮風の影響を著しく受ける海岸付近及び外部か

ら浸透する塩化物の影響を受ける箇所において、アルカリ骨材反応による損傷が構造物の品質・性能に重大

な影響を及ぼすと考えられる場合には、塩分の浸透を防止するための塗装等の措置方法について、設計図書

に関して監督員と協議しなければならない。 

 

第３節 レディーミクストコンクリート 

２－３－２ 工場の選定 

１ 一般事項 

受注者は、レディーミクストコンクリートを用いる場合の工場選定は以下による。 

(1) JIS マーク表示認証製品を製造している工場（工業標準化法の一部を改正する法律（平成 16 年６月９日

公布）に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により製品に JIS マーク表示する認証

を受けた製品を製造している工場）で、かつ、コンクリートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技

術的業務を実施する能力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐しており、配合設計及び品質管

理等を適切に実施できる工場（全国生コンクリート品質管理監査会議の策定した統一監査基準に基づく監

査に合格した工場等）から選定し、JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）に適合するものを用い

なければならない。 

(2) JIS マーク表示認証製品を製造している工場（工業標準化法の一部を改正する法律（平成 16 年 6 月 9 日

公布 法律第 95 号）に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により製品に JIS マーク

表示する認証を受けた製品を製造している工場）が工事現場近くに見当たらない場合は、使用する工場に

ついて、設計図書に指定したコンクリートの品質が得られることを確かめたうえ、その資料により監督員

の確認を得なければならない。なお、コンクリートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技術的業務

を実施する能力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐しており、配合設計及び品質管理等を適

切に実施できる工場から選定しなければならない。 

 

第６節 鉄筋工 

２－６－３ 加工 

３ 鉄筋の曲げ半径 

受注者は、鉄筋の曲げ形状の施工にあたり、設計図書に鉄筋の曲げ半径が示されていない場合は、「コン

クリート標準示方書（設計編）本編第 13 章鉄筋コンクリートの前提、標準 7 編第 2 章鉄筋コンクリートの

前提」（土木学会、平成 25 年３月）の規定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければな

らない。 
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備考 改正（令和３年４月） 現行（令和２年４月） 

神奈川県土木

工事共通仕様

書との整合、 

見直し 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県土木

工事共通仕様

書との整合、 

見直し 

 

 

 

神奈川県土木

工事共通仕様

書との整合、 

見直し 

 

２－６－４ 組立て 

２ 配筋・組立 

（１） 受注者は、図面に定めた位置に、鉄筋を配置し、コンクリート打設中に動かないよう十分堅固に組み立

てなければならない。なお、必要に応じて図面に示されたもの以外の組立用鉄筋等を使用するものとする。 

（２） 受注者は、鉄筋の交点の要所を、直径 0.8mm 以上のなまし鉄線、またはクリップで緊結し、鉄筋が移動

しないようにしなければならない。また、設計図書に特別な組立用架台等が指定されている場合は、それ

に従うものとする。 

（３） 受注者は、鉄筋の配筋において、施工段階で必要となる形状保持や施工中の安全対策等を目的として、

組立て鉄筋、段取り鉄筋等の鉄筋やアングル等の仮設物を配置するが、これらをやむを得ず構造物本体に

存置する場合、これらの仮設物において、設計の前提が成立することを事前に確認しなければならない。 

 

２－６－５ 継手 

３ 継手位置 

受注者は、原則、継手を同一断面に集めてはならない。また、受注者は、継手を同一断面に集めないため、

継手位置を軸方向に相互にずらす距離は、継手の長さに鉄筋直径の 25 倍を加えた長さ以上としなければな

らない。継手が同一断面となる場合は、継手が確実に施工でき、継手付近のコンクリートが確実に充填され、

継手としての性能が発揮されるとともに、構造物や部材に求められる性能を満たしていることを確認しなけ

ればならない。 

 

２－９－３ 養生 

５ 養生中のコンクリート温度 

受注者は、養生中のコンクリートの温度を５℃以上に保たなければならない。また、養生期間については、

表２－９－１の値以上とするのを標準とする。 

なお、表２－９－１の養生期間の後、さらに２日間はコンクリート温度を０℃以上に保たなければならな

い。また、湿潤養生に保つ養生日数として表２－９－１に示す期間も満足する必要がある。 

 

表２－９－１ 寒中コンクリートの温度制御養生期間 

５℃以上の温度制御養生を行った後の

次の春までに想定される凍結誘拐の頻

度 

養生温度 

セメントの種類 

普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄｾﾒﾝﾄ 早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 混合ｾﾒﾝﾄＢ種 

(１) しばしば凍結融解を受ける場合 
５℃ ９日 ５日 12日 

10℃ ７日 ４日 ９日 

(２) まれに凍結融解を受ける場合 
５℃ ４日 ３日 ５日 

10℃ ３日 ２日 ４日 

注)水セメント比が 55％の場合の標準的な養生期間を示した。水セメント比がこれと異なる場合は適宜増減する。 

２－６－４ 組立て 

２ 配筋・組立 

受注者は、図面に定めた位置に、鉄筋を配置し、コンクリート打設中に動かないよう十分堅固に組み立て

なければならない。なお、必要に応じて図面に示されたもの以外の組立用鉄筋等を使用するものとする。受

注者は、鉄筋の交点の要所を、直径 0.8mm 以上のなまし鉄線、またはクリップで緊結し、鉄筋が移動しない

ようにしなければならない。また、設計図書に特別な組立用架台等が指定されている場合は、それに従うも

のとする。 

 

 

 

 

２－６－５ 継手 

３ 継手位置の相互ずらし 

受注者は、設計図書に明示した場合を除き、継手を同一断面に集めてはならない。また、受注者は、継手

を同一断面に集めないため、継手位置を軸方向に相互にずらす距離は、継手の長さに鉄筋直径の 25 倍を加

えた長さ以上としなければならない。 

 

 

 

２－９－３ 養生 

５ 養生中のコンクリート温度 

受注者は、養生中のコンクリートの温度を５℃以上に保たなければならない。また、養生期間については、

表２－９－１の値以上とするのを標準とする。 

なお、表２－９－１の養生期間の後、さらに２日間はコンクリート温度を０℃以上に保たなければならな

い。また、湿潤養生に保つ養生日数として表２－９－１に示す期間も満足する必要がある。 

 

表２－９－１ 寒中コンクリートの養生期間 

面 

 

セメント 

養生温度   の種類 

 

構造物の露出状況 

普 通 の 場 合 

普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ 

ｾﾒﾝﾄ 

早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ 

ｾﾒﾝﾄ 
混合ｾﾒﾝﾄＢ種 

連続してあるいはしばしば水

で飽和される部分 

５℃ ９日 ５日 12日 

10℃ ７日 ４日 ９日 

普通の露出状況にあり(1) 

に属さない部分 

５℃ ４日 ３日 ５日 

10℃ ３日 ２日 ４日 

 

断面 

 

セメント 

養生温度   の種類 

 

構造物の露出状況 

普 通 の 場 合 

普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ 

早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ 

普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ 

＋ 

促進剤 

混合ｾﾒﾝﾄＢ種 

連続してあるいはしばしば水

で飽和される部分 

５℃ ９日 ５日 12日 

10℃ ７日 ４日 ９日 

普通の露出状況にあり(1) 

に属さない部分 

５℃ ４日 ３日 ５日 

10℃ ３日 ２日 ４日 

注)Ｗ／Ｃ＝55％の場合を示した。Ｗ／Ｃがこれと異なる場合は増減する。 
 

 



水 道 工 事 標 準 仕 様 書 新 旧 対 照 表  
 

1 

 

 

備考 改正（令和３年４月） 現行（令和２年４月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道工事標準仕様書（参考資料） 

 

 

令和３年４月１日改正 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県企業庁 
 

                                                                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道工事標準仕様書（参考資料） 

 

 

 

平成３1年４月１日改正 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県企業庁 
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備考 改正（令和３年４月） 現行（令和２年４月） 

 

水道工事標準仕様

書の改正により一

部削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出書類一覧表 ： 提出時期 施　：　施工計画書作成時　　　完　：　完成時

提　　　出　　　時　　　期

工事請負契約書 契約担当課

契約保証金の取扱い関係 契約担当課

（第１号様式）工程表 施
監督員を経由し契

約担当課へ

契約後７日以内に提出する。また、施工計画書の一部としても提出し、完成検査

時には実施工程を記入したものを施工計画書に添付する。

（第３号様式）現場代理人設置（変更）

届

監督員を経由し契

約担当課へ
経歴書を添付する。

（第４号様式）主任技術者設置（変更）

届

監督員を経由し契

約担当課へ

経歴書（資格を証明するため、監理技術者にあっては監理技術者資格証の交

付日、交付番号を加える）を添付する。

（第５号様式）工事用材料検査申請書
監督員を経由し契

約担当課へ

設計図書に定める材料について、使用前に提出する。材料に変更がある場合

は新しい品目について提出する。

（第３０号様式）前金払請求書 契約担当課

（第６号様式）工事完成届 契約担当課 工事完成後、遅滞なく届け出る。

（第７号様式）出来形検査申請書 契約担当課 出来形検査を請求する場合に提出する。

（第３１号様式）出来高払請求書 契約担当課

完成払請求書 契約担当課 様式自由

施工体制台帳 施 監督員 現場に備える。

施工体系図 施 監督員
現場（工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所）に掲げる。下請契約をし

ない場合、「下請契約なし」と記載する。

履

行

報

告
履行報告書 監督員 設計図書の定めるところによる（出来形検査を実施する場合は必要）。

建設業退職金共済組合の発注者用

掛金収納書の写し

監督員を経由し契

約担当課へ

建設業退職金共済関係提出書
監督員を経由し契

約担当課へ

施工計画書 完 監督員
工事請負金額500万円以上の工事は提出する。提出時は、監督員のヒヤリングを受け

る。変更がある場合は変更部分について変更計画書を作成（追記（赤））する。

施工説明書 完 監督員
工事請負金額500万円未満の工事は提出する。提出時は、監督員のヒヤリングを受け

る。変更がある場合は変更部分について変更計画書を作成（追記（赤））する。

確認届 完 監督員
土砂の仮置場を設ける場合。運搬経路図、仮置場の位置図、許可証の写し、現

況写真（搬入前）を添付する。

建設発生土搬出のお知らせ 施 完
受入地の市町村

へFaxで連絡
地山土量１００ｍ

３
以上搬入する市町村が対象。連絡前に監督員の確認が必要。

土砂搬入・搬出申込書 施 土木事務所 監督員が内容を確認する。写しを施工計画書の一部として提出する。

土砂搬入・搬出承諾書 完 監督員 搬入整理券等は整理し、完成検査書類として提出する。

再生資源利用計画書 施 監督員 施工計画書の一部として提出する。

再生資源利用促進計画書 施 監督員                   〃

建設廃棄物処理委託契約書 施 監督員
建設廃棄物の処理（運搬、処分）を委託する場合は、写しを施工計画書の一部

として提出する。

再生資源利用実施書 完 監督員 使用数量については、伝票と照合し確認しておく。

再生資源利用促進実施書 完 監督員 発生数量については、マニフェスト伝票と照合し確認しておく。

建設副産物実態調査データ

（電子データ）
完 監督員 工事請負金額100万円以上の工事について、完成検査後に提出する。

契

 

 

 

 

 

約

施

工

体

制

建

退

共

証紙購入状況報告書（様式２号）の提出は契約締結後１ヵ月以内。なお、建設

業退職金共済制度適用事業主の工事現場であることを掲示する。

建設業退職金共済関係提出書（様式１号)及び証紙貼付実績報告書（様式３

号）は完成時に提出する。

施

工

計

画

建

　

設

　

副

　

産

　

物

分類 書　　　類　　　等 提　　出　　先 備　　　　　考
契約時 着手前 施工中 竣工時

 

 

提出書類一覧表 ： 提出時期 施　：　施工計画書作成時　　　完　：　完成時

提　　　出　　　時　　　期

工事請負契約書 契約担当課

契約保証金の取扱い関係 契約担当課

（第１号様式）工程表 施
監督員を経由し契

約担当課へ

契約後７日以内に提出する。また、施工計画書の一部としても提出し、完成検査

時には実施工程を記入したものを施工計画書に添付する。

（第３号様式）現場代理人設置（変更）

届

監督員を経由し契

約担当課へ
経歴書を添付する。

（第４号様式）主任技術者設置（変更）

届

監督員を経由し契

約担当課へ

経歴書（資格を証明するため、監理技術者にあっては監理技術者資格証の交

付日、交付番号を加える）を添付する。

（第５号様式）工事用材料検査申請書
監督員を経由し契

約担当課へ

設計図書に定める材料について、使用前に提出する。材料に変更がある場合

は新しい品目について提出する。

（第３０号様式）前金払請求書 契約担当課

（第６号様式）工事完成届 契約担当課 工事完成後、遅滞なく届け出る。

（第７号様式）出来形検査申請書 契約担当課 出来形検査を請求する場合に提出する。

（第３１号様式）出来高払請求書 契約担当課

完成払請求書 契約担当課 様式自由

施工体制台帳 施 監督員 現場に備える。

施工体系図 施 監督員
現場（工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所）に掲げる。下請契約をし

ない場合、「下請契約なし」と記載する。

 工事担当者技術者台帳  施  監督員  現場では、各技術者に名札を着用させる。

 下請負業者編成表  施  監督員  受注者が建設業者で無い場合は作成し、施工計画書の一部として提出する。

履

行

報

告
履行報告書 監督員 設計図書の定めるところによる（出来形検査を実施する場合は必要）。

建設業退職金共済組合の発注者用

掛金収納書の写し

監督員を経由し契

約担当課へ

建設業退職金共済関係提出書
監督員を経由し契

約担当課へ

施工計画書 完 監督員
工事請負金額500万円以上の工事は提出する。提出時は、監督員のヒヤリングを受け

る。変更がある場合は変更部分について変更計画書を作成（追記（赤））する。

施工説明書 完 監督員
工事請負金額500万円未満の工事は提出する。提出時は、監督員のヒヤリングを受け

る。変更がある場合は変更部分について変更計画書を作成（追記（赤））する。

確認届 完 監督員
土砂の仮置場を設ける場合。運搬経路図、仮置場の位置図、許可証の写し、現

況写真（搬入前）を添付する。

建設発生土搬出のお知らせ 施 完
受入地の市町村

へFaxで連絡 地山土量１００ｍ
３
以上搬入する市町村が対象。連絡前に監督員の確認が必要。

土砂搬入・搬出申込書 施 土木事務所 監督員が内容を確認する。写しを施工計画書の一部として提出する。

土砂搬入・搬出承諾書 完 監督員 搬入整理券等は整理し、完成検査書類として提出する。

再生資源利用計画書 施 監督員 施工計画書の一部として提出する。

再生資源利用促進計画書 施 監督員                   〃

建設廃棄物処理委託契約書 施 監督員
建設廃棄物の処理（運搬、処分）を委託する場合は、写しを施工計画書の一部

として提出する。

再生資源利用実施書 完 監督員 使用数量については、伝票と照合し確認しておく。

再生資源利用促進実施書 完 監督員 発生数量については、マニフェスト伝票と照合し確認しておく。

建設副産物実態調査データ

（電子データ）
完 監督員 工事請負金額100万円以上の工事について、完成検査後に提出する。

施工中

契
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退

共

竣工時

証紙購入状況報告書（様式２号）の提出は契約締結後１ヵ月以内。なお、建設

業退職金共済制度適用事業主の工事現場であることを掲示する。

建設業退職金共済関係提出書（様式１号)及び証紙貼付実績報告書（様式３

号）は完成時に提出する。

施

工

計

画

建

　

設

　

副

　

産

　

物

分類 書　　　類　　　等 提　　出　　先 備　　　　　考
契約時 着手前

 
 



水 道 工 事 標 準 仕 様 書 新 旧 対 照 表  
 

3 

 

 

備考 改正（令和３年４月） 現行（令和２年４月） 

 

押印廃止により 

様式改正 

 

 

 

 

 

 工事    工事日報 
年 月 日    年    月    日   曜日 天 候  

受注者名  
現場代理人                                                           
 施 工 概 況 図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 施 工 概 況 

工  種 設計数量 既 施 工 本日施工 累  計 出来高％  
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
  特 記 事 項（局職員記入） 

 課   長 課長補佐 課   員 監督員 監督補助員 
      

 

工事    工事日報 
年 月 日    年    月    日   曜日 天 候  

受注者名  
現場代理人                                                            印  
 施 工 概 況 図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 施 工 概 況 

工  種 設計数量 既 施 工 本日施工 累  計 出来高％  
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
  特 記 事 項（局職員記入） 

 課   長 課長補佐 課   員 監督員 監督補助員 
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加

入
の

有
無

事
業

所
整

理
記

号
等

健
康

保
険

元
請

契
約

加
入

　
　

未
加

入
適

用
除

外

健
康

保
険

厚
生

年
金

保
険

雇
用

保
険

健
康

保
険

等
の

加
入

状
況

厚
生

年
金

保
険

加
入

　
　

未
加

入

適
用

除
外

区
分

営
業

所
の

名
称

専
門

技
術

者
名

　
　

年
　

　
月

　
　

日
知

事
　

一
般

建
設

業
の

許
可

施
工

に
必

要
な

許
可

業
種

大
臣

　
特

定

大
臣

　
特

定
 
 
 
 
 
 
 
 
第

　
　

　
　

号
　

　
年

　
　

月
　

　
日

知
事

　
一

般

 
 
 
 
 
 
 
 
第

　
　

　
　

号
工

事
業

工
事

名
称

及
び

工
事

内
容

工
期

自
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

至
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

契
約

日
年

　
　

　
月

　
　

　
日

　

許
　

可
　

番
　

号
許

可
（

更
新

）
年

月
日

工
事

業

 
 
 
 
 
 
 
 
第

　
　

　
　

号

 
 
 
 
 
 
 
 
第

　
　

　
　

号

《
下

請
負
人
に

関
す

る
事

項
》

会
社

名
・

事
業

者
I
D

代
表

者
名

住
所

資
格

内
容

担
当

工
事

内
容

資
格

内
容

担
当

工
事

内
容

資
格

内
容

専
門

技
術

者
名

現
場

代
理

人
名

権
限

及
び

意
見

申
出

方
法

監
理

技
術

者
補
佐

名

監
理

技
術

者
名

主
任

技
術

者
名

専
門

技
術

者
名

監
督

員
名

権
限

及
び

意
見

申
出

方
法

資
格

内
容

発
注

者
の

監
督

員
名

権
限

及
び

意
見

申
出

方
法

下
請

契
約

契
約

営
業

所

区
分

雇
用

保
険

建
設

業
の

許
可

許
　

可
　

業
　

種

施
工

体
制

台
帳

（
作

成
例

）

許
　

可
　

番
　

号

　
　

年
　

　
月

　
　

日

許
可

（
更

新
）

年
月

日

工
事

業
大

臣
　

特
定

知
事

　
一

般

知
事

　
一

般

工
事

名
称

及
び

工
事

内
容

発
注

者
名

及
び

住
所

工
期

元
請

契
約

下
請

契
約

名
　

　
　

　
　

　
　

　
　

称

自
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

至
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

契
約

日
年

　
　

　
月

　
　

　
日

　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
工

事
業

大
臣

　
特

定

※
施

工
体

制
台

帳
の

添
付

書
類

（建
設

業
法

施
行

規
則

第
１

４
条

の
２

第
２

項
）

・
発

注
者

と
作

成
建

設
業

者
の

請
負

契
約

及
び

作
成

建
設

業
者

と
下

請
負

人
の

下
請

契
約

に
係

る
当

初
契

約
及

び
変

更
契

約
の

契
約

書

面
の

写
し

（
公

共
工

事
以

外
の

建
設

工
事

に
つ

い
て

締
結

さ
れ

る
も

の
に

係
る

も
の

は
、

請
負

代
金

の
額

に
係

る
部

分
を

除
く
）

・
主

任
技

術
者

又
は

監
理

技
術

者
が

主
任

技
術

者
資

格
又

は
監

理
技

術
者

資
格

を
有

す
る

事
を

証
す

る
書

面
及

び
当

該
主

任
技

術
者

又
は

監
理

技
術

者
が

作
成

建
設

業
者

に
雇

用
期

間
を

特
に

限
定

す
る

こ
と

な
く
雇

用
さ

れ
て

い
る

者
で

あ
る

こ
と

を
証

す
る

書
面

又
は

こ
れ

ら
の

写
し

・
専

門
技

術
者

を
お

く
場

合
は

、
そ

の
者

が
主

任
技

術
者

資
格

を
有

す
る

こ
と

を
証

す
る

書
面

及
び

そ
の

者
が

作
成

建
設

業
者

に
雇

用
期

間
を

特
に

限
定

す
る

こ
と

な
く
雇

用
さ

れ
て

い
る

者
で

あ
る

こ
と

を
証

す
る

書
面

又
は

こ
れ

ら
の

写
し
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6 

 

 

備考 改正（令和３年４月） 現行（令和２年４月） 

 

水道工事標準仕様

書の改正により削

除 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ≪
 参

　
　

考
 ≫

施
工

体
制

台
帳

　
様

式
例

－
４
（
工

事
担

当
技

術
者

）

監
理

技
術

者
名

元
請

会
社

名

生
年

月
日

専
任

　
・
　

非
専

任

会
社

名
主

任
技

術
者

名
生

年
月

日

専
任

・
非

専
任

主
任

技
術

者
名

会
社

名
主

任
技

術
者

名

会
社

名
会

社
名

【
写

真
添

付
欄

】

生
年

月
日 専

任
　

・
　

非
専

任

生
年

月
日

主
任

技
術

者
名

会
社

名
主

任
技

術
者

名

主
任

技
術

者
名

生
年

月
日 専

任
　

・
　

非
専

任

【
写

真
添

付
欄

】

生
年

月
日 専

任
　

・
　

非
専

任

会
社

名

生
年

月
日

生
年

月
日

専
任

・
非

専
任

会
社

名

専
任

　
・
　

非
専

任

会
社

名
主

任
技

術
者

名

【
写

真
添

付
欄

】

専
任

　
・
　

非
専

任

主
任

技
術

者
名

生
年

月
日

専
任

・
非

専
任

【
写

真
添

付
欄

】

会
社

名
主

任
技

術
者

名

会
社

名

主
任

技
術

者
名

生
年

月
日

生
年

月
日 専

任
　

・
　

非
専

任

会
社

名

会
社

名

【
写

真
添

付
欄

】

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
工

事
担

当
技

術
者

台
帳

【
写

真
添

付
欄

】

専
任

　
・
　

非
専

任

主
任

技
術

者
名

生
年

月
日 【

写
真

添
付

欄
】

専
任

・
非

専
任

【
写

真
添

付
欄

】
【
写

真
添

付
欄

】
【
写

真
添

付
欄

】

【
写

真
添

付
欄

】
【
写

真
添

付
欄

】

【
写

真
添

付
欄

】

主
任

技
術

者
名

生
年

月
日
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7 

 

 

備考 改正（令和３年４月） 現行（令和２年４月） 

 

建設業法の改正に

より様式追加 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） 

一
次

会
社

名
・

事
業

者
I
D

（
　

次
)
会

社
名

・
事

業
者

I
D

（
注

)
１

.
※

印
欄

に
は

次
の

記
号

を
入

れ
る

。
（

注
）

３
．

各
社

別
に

作
成

す
る

の
が

原
則

だ
が

、
リ

ー
ス

機
械

等
の

運
転

者
は

一
緒

で
も

よ
い

。

（
注

）
４

．
資

格
・

免
許

等
の

写
し

を
添

付
す

る
こ

と
が

望
ま

し
い

。

 
…

現
場

代
理

人
 
…

作
業

主
任

者
（

（
注

）
2.

)
 …

女
性

作
業

員

 
…

主
任

技
術

者
 
…

職
　

長
 
…

安
全

衛
生

責
任

者
 
…

能
力

向
上

教
育

 
…

危
険

有
害

業
務

・
再

発
防

止
教

育

（
注

）
１

１
．

記
載

事
項

の
一

部
に

つ
い

て
、

別
紙

を
用

い
て

記
載

し
て

も
差

し
支

え
な

い
。

（
注

）
１

０
．

建
設

工
事

に
係

る
知

識
及

び
技

術
又

は
技

能
に

関
す

る
資

格
（

例
：

登
録

○
○

基
幹

 
技

能
者

、
○

級
○

○
施

工
管

理
技

士
）

を
有

す
る

場
合

は
、

「
免

許
」

欄
に

記
載

。

（
注

）
９

．
安

全
衛

生
に

関
す

る
教

育
の

内
容

（
例

：
雇

入
時

教
育

、
職

長
教

育
、

建
設

用
リ

フ
ト

 
の

運
転

の
業

務
に

係
る

特
別

教
育

）
に

つ
い

て
は

「
雇

入
・

職
長

特
別

教
育

」
欄

に
記

載
。

（
注

）
８

．
建

設
業

退
職

金
共

済
制

度
及

び
中

小
企

業
退

職
金

共
済

制
度

へ
の

加
入

の
有

無
に

つ
い

 
て

は
、

そ
れ

ぞ
れ

の
欄

に
「

有
」

又
は

「
無

」
と

記
載

。

（
注

）
７

．
雇

用
保

険
欄

に
は

右
欄

に
被

保
険

者
番

号
の

下
４

け
た

を
記

載
。

（
日

雇
労

働
被

保

 
険

者
の

場
合

に
は

左
欄

に
「

日
雇

保
険

」
と

記
載

）
事

業
主

で
あ

る
等

に
よ

り
雇

用
保

険
の

適
用

 
除

外
で

あ
る

場
合

に
は

左
欄

に
「

適
用

除
外

」
と

記
載

。

（
注

）
６

．
年

金
保

険
欄

に
は

、
左

欄
に

年
金

保
険

の
名

称
（

厚
生

年
金

、
国

民
年

金
）

を
記

載
。

　
各

年
金

の
受

給
者

で
あ

る
場

合
は

、
左

欄
に

「
受

給
者

」
と

記
載

。

番 号

 
  

 
 
  

…
18

歳
未

満
の

作
業

員

氏
名

技
能

者
I
D

 本
書

面
に

記
載

し
た

内
容

は
、

作
業

員
名

簿
と

し
て

安
全

衛
生

管
理

や
労

働
災

害
発

生

時
の

緊
急

連
絡

・
対

応
の

た
め

に
元

請
負

業

者
に

提
示

す
る

こ
と

に
つ

い
て

、
記

載
者

本

人
は

同
意

し
て

い
ま

す
。

ふ
り

が
な

年
　

月
　

日

歳 歳

教
　

育
・

資
　

格
・

免
　

許
職 種

※
年

金
保

険

元
請

確
認

欄

生
年

月
日

年
齢

年
　

月
　

日

健
康

保
険

提
出

日
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日

年
　

月
　

日

歳 歳

建
設

業
退

職
金

共
済

制
度

歳

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

歳

雇
入

・
職

長
特

別
教

育
技

能
講

習
免

　
許

雇
用

保
険

事
業

所
の

名
称

・
現

場
I
D

所
長

名

年
　

月
　

日

歳 歳

（
注

）
２

.
作

業
主

任
者

は
作

業
を

直
接

指
揮

す
る

義
務

を
負

う
の

で
、

同
時

に
施

工
さ

れ
て

い
る

他
の

現
場

や
、

同
一

現
場

に
お

い
て

も

 
 
他

の
作

業
個

所
と

の
作

業
主

任
者

を
兼

務
す

る
こ

と
は

、
法

的
に

認
め

ら
れ

て
い

な
い

の
で

、
複

数
の

選
任

と
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

年
　

月
　

日

作
　

　
業

　
　

員
　

　
名

　
　

簿
（

　
　

年
　

　
月

　
　

日
作

成
)

 
…

外
国

人
技

能
実

習
生

 
…

外
国

人
建

設
就

労
者

 …
１

号
特

定
技

能
外

国
人

中
小

企
業

退
職

金
共

済
制

度

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

（
注

）
５

．
健

康
保

険
欄

に
は

、
左

欄
に

健
康

保
険

の
名

称
（

健
康

保
険

組
合

、
協

会
け

ん
ぽ

、

 
建

設
国

保
、

国
民

健
康

保
険

）
を

記
載

。
上

記
の

保
険

に
加

入
し

て
お

ら
ず

、
後

期
高

齢
者

で

 
あ

る
等

に
よ

り
、

国
民

健
康

保
険

の
適

用
除

外
で

あ
る

場
合

に
は

、
左

欄
に

「
適

用
除

外
」

と
記

 
載

。

入
場

年
月

日

受
入

教
育

実
施

年
月

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

年
　

月
　

日

現
作

女

主
職

安
能

習
就

１
特

未

再
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備考 改正（令和３年４月） 現行（令和２年４月） 

 

 

押印廃止により 

様式改正 

 

 

 

1.00 5.00

6.00

4..50

5.10

2.25

1
.0

0

5.00

3.
50

給　水　台　帳　修　正

水栓番号

工事名

請負業者名

現場代理人氏名

本管管種口径

123456 装置場所 ○○市○○１丁目○○番○○号

○○第12号　○○市○○丁目○○番付近配水管改良工事

○×建設（株） 給水管付替業者名 （有）△×設備

○○太郎 位置図 P○○○-○-○ メッシュ番号 ○○○○○○

GXDIPφ100 給水管管種口径 SUSφ20 完成年月 △△○○年○○月

《位置図》

《平面図》

○○１丁目

申請地

○○番地

○○番地

○○番地

Ｍ

Ｇ
Ｘ

φ
１

０
０

Ｄ
Ｐ

０
．

７

サドル付分水栓φ100×φ20

ＳＵＳφ２０
ＤＰ０．７

接続箇所　　□道路内　□宅地内

道路境界
民地境界

汚水ﾏﾝﾎｰﾙ

既設ＶＰφ２０

メーター用波状継手φ２０

《立面図》

2.
0

+0.3

-0.3

2.
0 1.

0

ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ

Ｌ

 

 

1.00 5.00

6.00

4..50

5.10

2.25

1
.
0
0

5.00

3
.5
0

給　水　台　帳　修　正

水栓番号

工事名

請負業者名

現場代理人氏名

本管管種口径

123456 装置場所 ○○市○○１丁目○○番○○号

○○第12号　○○市○○丁目○○番付近配水管改良工事

○×建設（株） 給水管付替業者名 （有）△×設備

○○太郎　印 位置図 P○○○-○-○ メッシュ番号 ○○○○○○

GXDIPφ100 給水管管種口径 SUSφ20 完成年月 △△○○年○○月

《位置図》

《平面図》
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電子媒体納品書 

 
   
 神奈川県企業庁       殿 
          

          受注者（住所） 
                      （氏名） 
 
                      （現場代理人 氏名）     
 
下記のとおり電子媒体を納品します。 

 
記 

 

工 事 名  工事番号  

電子媒体の種類 規  格 単位 数量 納品年月 備  考 
      
      
      
      
      

 
備  考  
 

 

 

 
電子媒体納品書 

 
   
 神奈川県企業庁       殿 
          

          受注者（住所） 
                      （氏名） 
 
                      （現場代理人 氏名）      印  
 
下記のとおり電子媒体を納品します。 

 
記 

 

工 事 名  工事番号  

電子媒体の種類 規  格 単位 数量 納品年月 備  考 
      
      
      
      
      

 
備  考  
 

 
 

 


